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 ⾼レベル放射性廃棄物の最終処分の実現は、原⼦⼒を利⽤する全ての国の共通の課題。
 処分⽅法としては、地下深くの安定した岩盤に埋設することが、国際的に共通の考え⽅。
 ⽇本においては、最終処分法に基づき、地下300m以上深くに埋設する計画。
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【参考１】諸外国の処分地選定状況

【参考２】処分⽅法に係る国際的な検討過程
地層処分が現時点で
最も安全で実現可能

⾼レベル放射性廃棄物の最終処分について
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基本⽅針の改定について

12/22 GX実⾏会議（第５回）
「⾼レベル放射性廃棄物の最終処分につながるよう、⽂献調査の実施地域の拡⼤を⽬指し、「最終処分関係閣僚
会議」を拡充するなど、政府を挙げて、バックエンドの問題に取り組んでいきます。」（総理）

12/23 最終処分関係閣僚会議（第７回）
「最終処分の実現に政府をあげて取り組むべく、関係府省において具体策を検討し、⻄村経済産業⼤⾂を中⼼に、
関係府省と連携して、対応のとりまとめをお願いします。」（官房⻑官）

２/10 最終処分関係閣僚会議（第８回）
これまでの検討結果を、基本⽅針の改定（案）の形でとりまとめ・審議

関係府省と検討・調整

 昨年末の「GX実⾏会議」及び「最終処分関係閣僚会議」等を踏まえ、最終処分の実現に向け、
政府を挙げて取組を強化すべく、関係府省と検討・調整を実施。

 ⼀連の検討結果を踏まえ、最終処分関係閣僚会議を開催し、「特定放射性廃棄物の最終処
分に関する基本⽅針」を８年ぶりに改定（4/28閣議決定）。

【2022年】

【2023年】

パブリックコメントの実施（2/10〜3/12（30⽇間））

4/28 最終処分関係閣僚会議（第９回）
必要な修正を反映した基本⽅針の改定（案）の審議 ⇒ 閣議決定
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現状と課題

課題①︓関⼼⾃治体へのフルサポート体制
（背景）・地域からは、省庁の垣根を越えたサポート体制が求められている。

・予算に限らず、国が責任を持つことのコミットも求められている。

 過去５年間で約160回の説明会を全国で実施してきたが、関⼼を持つ地域は未だに限定的。
 先⾏する諸外国の処分地選定プロセスでは、10件程度の関⼼地域が出て、そこから順次絞り込み。
 ⽇本においても、全国のできるだけ多くの地域で⽂献調査に取り組むことが重要だが、
現在、北海道２⾃治体以外の調査実施⾃治体が出てきていない。

課題②︓有望地点の拡⼤に向けた活動強化
（背景）・負のイメージを払拭できず、最終処分実現が社会全体の利益であるとの認識が広く共有されていない。

・最終処分への拒否感から、⾸⻑や議会・商⼯関係者等に直接働きかける機会が少ない。

課題③︓政治的決断のバックアップ
（背景）・処分地選定プロセスにおける、⾸⻑の判断にかかるプレッシャーが⾮常に⼤きい。

【参考】諸外国の例

第7回最終処分関係閣僚会議
（2022年12⽉23⽇）資料（抜粋）



8

１．最終処分の概況

２．「特定放射性廃棄物の最終処分に関する
基本⽅針」の改定

３．改定「基本⽅針」に沿った取組の具体化

４．地⽅⽀分部局連絡会議の⽴ち上げ

５．国・NUMO・地元電⼒による合同チームの
⽴ち上げ

６．⽂献調査の状況







11

「２．国による有望地点の拡⼤に向けた活動強化」

【国から⾸⻑への直接的な働きかけの強化】 【国と関係⾃治体との協議の場の新設】

①国主導の全国⾏脚
②全国知事会、全国町村会等の場での働きかけ

○最終処分について、関⼼や問題意識を有す
る⾸⻑と、エネ庁をメンバーとすることを検討。
○順次、参加⾃治体の拡充を⽬指す。

「３．国の主体的・段階的な対応による⾃治体の負担軽減、判断の促進」
【関⼼地域への国からの段階的な申⼊れ】

（従来）
市町村⻑

経産⼤⾂

応募 NUMO

申し⼊れ 市町村⻑

（追加） 経産省幹部 申し⼊れ
地⽅議会議⻑

商⼯会⻑ 等

⼜は

開催実績は公表
※構成員の匿名性確保に留意

地域の実情に応じた対応とすること
が⼤前提、理解活動の実施や調査
の検討等を申し⼊れることを検討



「４．国による地域の将来に向けた対策の強化」

 最終処分と地域との共⽣関係を築いていく観点から、経済産業省を窓⼝に、⽂献調査の対象地域
等の声を受け⽌め、 「関係府省庁連絡会議」及び「地⽅⽀分部局連絡会議」の場等を活⽤しなが
ら、地域共⽣施策の企画・実施に取り組む。

 施策の実施に当たっては、最終処分の「基本⽅針」に位置づける電源⽴地地域対策交付⾦等を最
⼤限活⽤することとし、地域の関⼼やニーズに応じ、関係府省庁とも連携しながら、関連分野の⽀
援を図ることとする。
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【関係府省庁連携による取組の強化】

＜地域共⽣施策等の分野例＞

・地場産業の⽣産性向上や収益⼒強化

・省エネルギーや再⽣可能エネルギーを活⽤した地域活性化

・研究機関等における研究開発の推進、⼈材の育成

・農林⽔産業の振興、農⼭漁村の活性化

・地域資源の商材化や販路開拓の⽀援体制の整備

・地域の担い⼿の確保・育成

・地域DXの推進

・地域包括ケアシステムの構築

・地域の移動⼿段の確保・充実、観光による地域活性化 など
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北海道ブロック（北海道）
・北海道経済産業局 ・北海道農政事務所
・北海道総合通信局 ・北海道開発局
・北海道厚⽣局 ・北海道運輸局
・北海道労働局 ・北海道地⽅環境事務所

東北ブロック（⻘森、岩⼿、宮城、
秋⽥、⼭形、福島、新潟）
・東北経済産業局 ・東北農政局
・東北総合通信局 ・東北地⽅整備局
・信越総合通信局 ・東北運輸局
・東北厚⽣局 ・東北地⽅環境事務所
・宮城労働局

関東ブロック（茨城、栃⽊、群⾺、
埼⽟、千葉、東京、神奈川、⼭梨）
・関東経済産業局 ・関東農政局
・関東総合通信局 ・関東地⽅整備局
・関東信越厚⽣局 ・関東運輸局
・東京労働局 ・関東地⽅環境事務所

北陸ブロック
（富⼭、⽯川）
・中部経済産業局
電⼒・ガス事業北陸⽀局
・北陸総合通信局
・東海北陸厚⽣局
・富⼭労働局
・北陸農政局
・北陸地⽅整備局
・北陸信越運輸局
・中部地⽅環境事務所

中部ブロック
（⻑野、静岡、岐⾩、
愛知、三重）
・中部経済産業局
・東海総合通信局
・信越総合通信局
・東海北陸厚⽣局
・愛知労働局
・東海農政局
・中部地⽅整備局
・中部運輸局
・中部地⽅環境事務所

九州・沖縄ブロック
（福岡、佐賀、⻑崎、熊本、⼤
分、宮崎、⿅児島、沖縄）
・九州経済産業局
・九州総合通信局
・沖縄総合通信事務所
・九州厚⽣局
・福岡労働局
・九州農政局
・九州地⽅整備局
・九州運輸局
・九州地⽅環境事務所
・沖縄総合事務局

近畿ブロック（福井、滋賀、
京都、⼤阪、兵庫、奈良、和歌⼭）
・近畿経済産業局 ・近畿農政局
・近畿総合通信局 ・近畿地⽅整備局
・北陸総合通信局 ・近畿運輸局
・近畿厚⽣局 ・近畿地⽅環境
・⼤阪労働局 事務所

四国ブロック（徳島、⾹川、
愛媛、⾼知）
・四国経済産業局 ・中国四国農政局
・四国総合通信局 ・四国地⽅整備局
・四国厚⽣⽀局 ・四国運輸局
・⾹川労働局 ・中国四国地⽅

環境事務所

中国ブロック（⿃取、
島根、岡⼭、広島、⼭⼝）
・中国経済産業局
・中国総合通信局
・中国四国厚⽣局
・広島労働局
・中国四国農政局
・中国地⽅整備局
・中国運輸局
・中国四国地⽅環境事務所
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 関係府省庁のご協⼒により、９地域ブロックで計77の地⽅⽀分部局⻑に参画いただく予定。
 各地域ブロックとも、６⽉中の開催に向け、調整中。

地⽅⽀分部局連絡会議の⽴ち上げ
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合同チームの構成・今後のスケジュールについて
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 地⽅⽀分部局連絡会議と同様の全国９ブロックにおいて、資源エネルギー庁、地域経済産
業局、地元電⼒、NUMOで構成。

 訪問先⾃治体に対し、最終処分に関する最新情報の提供を⾏うとともに、関⼼地域に対しては、
説明・学習⽀援のほか、地域共⽣に係る⾃治体のニーズ聴取等を⾏う。

 ５〜６⽉を準備期間とし、夏以降の⾃治体訪問を検討中。
 地⽅⽀分部局連絡会議に対して、合同チームの活動状況や相談事項の共有等を⾏い、必要に応
じて連携。

５〜６⽉ 各地域ブロックで準備

夏〜年内 ⾃治体訪問

来年〜 来年度以降の⽅針検討

＜今後のスケジュールイメージ＞
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 基⾦計上【14.7億円】
・産業振興、福祉サービス等地域活性化推進
のための基⾦

 近隣への配分【4.5億円（1.5億円×３）】
・古平町、泊村、共和町

 基⾦計上【11.8億円】
・上期申請と同様の事業を実施するための基⾦

 近隣への配分【1.5億円】
・岩内町

【参考】⽂献調査の実施に伴う電源⽴地地域対策交付⾦
 ⽂献調査に伴う交付⾦は、地域振興、公共施設整備、医療・福祉サービス等に活⽤でき、調査
期間中最⼤20億円（単年度上限10億円）を交付可能。

 周辺市町村への配分は、調査実施町村の交付額が５割以上であれば、残りは地域の実情に応
じて可能。

寿都町の事業概要（Ｒ３・R４年度）

 各種⾏政サービス実施事業 【6.7億円】
・ 消防関連事業（消防⼠⼈件費 等）

・ ⼈材育成関連事業（⾷育センター運営 等）

・ 交通インフラ関連事業（町道整備 等）

・ 福祉サービス関連事業（保育所運営費 等）

・ 環境衛⽣関連事業
（ごみ処理施設運営費、下⽔道管理運営費 等）

・ 観光関連事業（施設運営費 等）

神恵内村の事業概要（Ｒ３・R４年度）

 各種⾏政サービス実施事業 【0.8億円】
・ 防災関連事業（消防⽤設備整備 等）

・ 医療関連事業（医師⼈件費、診療所機器整備 等）

・ 環境衛⽣関連事業
（塵芥収集⾞整備、⼀般廃棄物収集業務委託 等）

・ ⽔産業関連事業（漁協設備整備 等）
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【参考】神恵内村と株式会社ケンショウの包括連携協定
 2023年4⽉17⽇(⽉)、神恵内村は、株式会社ケンショウ（⼤阪市）と「地域の活
性化を図る取組等に関する包括連携協定」を締結。

 相互に連携して協働による活動を推進し、地域の⼀層の活性化及び住⺠サービスの
向上を図ることが⽬的。

※出典︓神恵内村HP（https://www.vill.kamoenai.hokkaido.jp/hotnews/detail/00001375.html）

＜連携協定の主な取組内容＞
①公共交通の利便性の向上に関すること
②役場周辺を中⼼としたまちづくりの推進に関すること
③⽔産・観光・商⼯業の振興に関すること
④住⺠の⼼⾝の健康の維持・増進に関すること
⑤防災・減災対策等地域の安全・安⼼に関すること
⑥その他両者が協議し、必要と認める事項に関すること

株式会社ケンショウの熱⽥敏広 代表取締役によると、まずは、村内
でウナギの陸上養殖に取り組みたいとのことで、来年３⽉までには養
殖場と加⼯場の建設に着⼿し、来年夏以降に５千〜１万尾の出
荷を⽬標としているとのことです。
また、この取組では、当⾯は10⼈〜20⼈を雇⽤し、３年後をめどに
30⼈〜50⼈を雇⽤したいと話していました。
⾼橋村⻑は、今回の取組による雇⽤により、村外から⼈を呼び込み、
新たな村⺠を増やす機会につなげるとともに、村の新たな特産品とし
て活⽤させていただきたいと話しました。

≪神恵内村広報誌（5⽉号）
（https://www.vill.kamoenai.hokkaido.jp/koho/pdf/630 72880333.pdf）より⼀部抜粋≫


